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国保連合会への請求事務
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・支払決定額通知書
・支払決定額内訳書
・返戻等一覧表
・支払決定増減表
・過誤決定通知書
・処遇改善加算総額のお知らせ
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1.請求事務の流れ

電子請求受付
  システム

・請求期間 ：毎月1日～10日23時59分までです。
・再送信  ：締切前であれば、再送信が可能です。
       必ず送信済みの請求情報の取下げをしてから
       再度請求してください。
・パスワード：電子請求受付システムのパスワード及び電子
       証明書発行用パスワードの管理には十分注意
       してください。

・審査結果等は請求月
の翌月第一営業日に
審査結果を送信しま
す。

・受信後３ヶ月でデー
タが削除されますの
で、毎月のデータ保
存をお願いします。

・振込は請求月の翌月15日（土
日祝の場合は直前営業日）に
行います。

・振込先を変更する場合は、障
害福祉サービス費等の請求及
び受領に関する届を早めに提
出してください。



事業所番号 2210000000

事業所名 ○○○事業所

   返 戻 等 一  覧 表
令和○年○○月○○日

静岡県国民健康保険団体連合会

令和○年○○月受付分

障害福祉サービス費

帳票イメージ

2.返戻等一覧表の確認について

エラー
コード

証記載
市町村番号 証記載市町村名 受給者証

番号 受給者氏名 サービス
提供年月

種別
※１

サービス
種類※２ 単位数

内   容

ＥＧ13
229999 〇〇市 1111111111 〇〇〇〇〇 令和〇年〇〇月 明 ７，３８０

該当のサービスが支給決定有効期間外の受給者です

ＰＰ19
229999 〇〇市 1111111111 〇〇〇〇〇 令和〇年〇〇月 サ 17

実績記録票に該当するサービスが明細書にありません

◆請求明細書等を点検した結果、エラーとなった場合は『返戻等一覧表』として事業所へお知らせします。
◆返戻の内容は、事業所の届出と請求内容の不一致、受給者の資格の不一致、支給決定サービスの不一致等があります。
◆返戻のエラーコードが「Ｔ」又は「Ｓ」で始まる場合は、県または市町審査による返戻のため、県・市町への照会をお願いします。
 それ以外のコードは、国保連合会の点検による返戻となります。
◆『返戻等一覧表』は、内容を確認して必要に応じて修正を行い再請求してください。
◆種別については次のとおり
 サ…サービス提供実績記録表
 請…請求書
 明…請求明細書（※）
 利…利用者負担上限額管理結果票
 計…計画相談支援給付費請求書／サービス利用計画作成費請求書（※）

 ※「明」と「計」の返戻は、請求明細書のため支払いがされません。



3.過誤処理について

過誤処理とは既に支払いを受けた介護給付費等を取り下げし、請求する前の状態に戻すことです。

過誤処理を行った翌月の支払いから取り下げ分の金額を相殺することで返還されます。

　　過誤処理：令和５年５月処理

　　取下げ金額：１００，０００円

　　令和５年５月請求額（令和５年４月サービス提供分）１，０００，０００円

　　令和５年５月請求に　　　　　　　　　　令和５年５月過誤処理に　　　　　　　　　令和５年５月処理（６月１５日支払額）

　　対する支払額　　　　　　　　　　　　　　伴う取下げ額

　　（６/１５支払予定）

　　　1,000,000円　　　　　　　　　　　　　　　１００，０００円　　　　　　　　　　　　　　　　　　　９００，０００円



事業所   国保連合会

   ③過誤処理
      ↓
   ④支払額の調整（相殺）

①過誤申立 ②過誤申立情報

⑤結果の通知

⑤結果の通知

4.過誤申立・再請求の流れについて

① 前月以前に支払いを受けた介護給付費等に誤りを見つけたら、速やかに市町へ過誤申立を依頼して下さい。
② 市町より国保連合会へ過誤申立情報が送られます。
 ※過誤申立情報の処理月は各市町で異なりますので、申立てを依頼した際にご確認下さい。
③④国保連合会にて過誤処理及び当月請求分の支払額の調整が行われます。
⑤ 過誤申立情報処理月の翌月の月初に過誤決定通知書が送信されます。
⑥ 過誤決定通知書で過誤調整されたことを確認後、再請求して下さい。
 

⑥再請求

市町



5.EG61エラーについて

1 エラー内容
EG61 該当サービスの事業所との契約期間が受給者台帳の支給決定有効期間内ではありません

2 チェック内容
契約終了年月日に値が設定されている場合、契約期間が受給者台帳の決定支給期間内であること

3 インターフェース



国保連合会からのお知らせ

~電子請求受付システムより~



請求関係資料について

掲載されている請求関係資料をキーワード、 

分類、または掲載日等から検索できます 。

  をクリックすると、 検索項目について説

明が表示されます。

[検索]ボタンをクリックすると、入力した検索

項目に対して検索を行います。

[クリア]ボタンをクリックすると、入力した検

索項目をクリアします。

【請求関係資料】画面（初期表示） サービス提供事業所にて、給付費の請求事務に必要となる報酬告示や留意事項通知、報酬算定構造表等
の厚生労働省から発出されている関係資料を参照できる機能です。



請求関係資料について
【請求関係資料】画面（検索結果が表示されている場合）

【請求関係資料 】画面を初期表示に

戻します。

検索結果が表示されます。

  をクリックすると、該当箇所に

ついての説明が表示されます。



事業所台帳情報の参照について

ログイン後のユーザ情報画面にて、連合会に登録されてい
る事業所台帳情報の参照が可能です。



請求事務ハンドブックについて

ログイン前のＦＡＱ内に請求事務ハンドブックがあります。



福祉・介護職員等ベースアップ等支援加算



福祉・介護職員等ベースアップ等支援加算の設定方法について

簡易入力システムについては、基本情報設定
より『処遇改善情報入力』を設定する。

（簡易入力システムの場合）

処遇改善情報入力で『キャリアパス区分』を選択すると『福祉・介護
職員等ベースアップ等支援加算の有無』を選択できるようになる。



インボイス制度対応についてのお知らせ



財務省・国税庁と協議の結果、市町村が一般会計で行っている事業に係る請求書については、
すべてにおいてインボイス対応は不要。

1 介護給付費等（障害サービス事業所等と市町村等の取引）

2 電子証明書発行手数料（国保連合会と障害サービス事業所等の取引） 
障害福祉サービス事業所等において仕入税額控除の適応を受けることが可能となるよう、国保
連合会から障害サービス事業所等に送付する電子証明書発行手数料の請求書等について、イン
ボイス対応が必要。

インボイス対応の根拠 （令和５年１０月より）



電子請求受付システム（証明書発行手数料の請求書発行通知について）

お知らせ[証明書発行手数料請求書発行
通知]の保管期限を12年に設定。
検索条件≪掲示開始日(年)≫欄を12年
前まで選択可能。

お知らせの掲示期間は11年間。
お知らせは、掲示期間終了後1年間保管さ
れるため、合わせて12年間の保管期間と
なります。

証明書発行申請を行った際、お知らせ[証明書発行手数料請
求書発行通知]を登録し、証明書発行手数料請求書を添付し
ます。
また、請求書を一意に識別するため、本文及びファイル名
に請求書番号を設定します。



電子請求受付システム（電子証明書発行手数料帳票対応イメージ ※振込用）

変更前 変更後

連合会の登録番号を印字。

「発行日」を「請求日」に変更
し、適用税率の基準日である
「発行申請年月日」を印字。
請求書を一意に識別する番号を
印字。

消費税額の情報を印字。



電子証明書発行手数料＿給付費からの相殺用

変更前 変更後（新規作成）

対象なし

以下余白

連合会の登録番号を印字。

「発行日」を「請求日」に変更
し、適用税率の基準日である
「発行申請年月日」を印字。
請求書を一意に識別する番号を
印字。

消費税額の情報を印字。

差引きの場合の注意書きを印字。




